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「館林市の合併を考える」「館林市の合併を考える」

まちづくり懇談会まちづくり懇談会

館林市館林市

「館林市の合併を考える」「館林市の合併を考える」

まちづくり懇談会まちづくり懇談会
・館林市の市政 平成２０年度の主な事業

・数字で見る館林市の現在

・館林市と邑楽郡４町との合併について
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館林市の市政館林市の市政
～～2020年度の主な事業～年度の主な事業～

歴史の小径道路改良事業歴史の小径道路改良事業

竜の井周辺道路～紺屋町通り竜の井周辺道路～紺屋町通り

2020年度予算額年度予算額 160,013160,013千円千円

館林市の市政館林市の市政
～～2020年度の主な事業～年度の主な事業～

館林東西駅広連絡通路・橋上駅舎の整備館林東西駅広連絡通路・橋上駅舎の整備

2020年度予算額年度予算額 1,622,7001,622,700千円千円
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館林市の市政館林市の市政
～～2020年度の主な事業～年度の主な事業～

街路事業街路事業

西部一号線立体交差（大街道・栄町跨道橋）西部一号線立体交差（大街道・栄町跨道橋）
事業事業 予算額予算額 946,191946,191千円千円
西部一号線他西部一号線他22路線道路改良事業路線道路改良事業

予算額予算額 110,655110,655千円千円
青柳広内線道路改良事業青柳広内線道路改良事業

予算額予算額 125,495125,495千円千円

館林市の市政館林市の市政
～～2020年度の主な事業～年度の主な事業～

地球温暖化対策事業地球温暖化対策事業

COCO22対策対策

・家庭用省エネナビ貸出・家庭用省エネナビ貸出 予算額予算額 840840千円千円
・太陽光発電施設設置補助金・太陽光発電施設設置補助金 予算額予算額 2,0002,000千円千円

ヒートアイランド対策ヒートアイランド対策

・緑のカーテン事業・緑のカーテン事業

クールルーフ実証実験等クールルーフ実証実験等

予算額予算額 2,6052,605千円千円
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館林市の市政館林市の市政
～～2020年度の主な事業～年度の主な事業～

夕陽の小径事業夕陽の小径事業

多々良沼に面した市道多々良沼に面した市道
の歩道・法面・護の歩道・法面・護 岸岸 をを

整備し、沼と夕陽が地整備し、沼と夕陽が地
形的にも美しい景観を形的にも美しい景観を
活用して、夕陽や四季活用して、夕陽や四季
折々の自然に触れ・親折々の自然に触れ・親
しみ・楽しみ・憩うことのしみ・楽しみ・憩うことの
出来る環境空間を創出出来る環境空間を創出

館林市の市政館林市の市政
～～2020年度の主な事業～年度の主な事業～

耐震化対策耐震化対策

木造住宅耐震改修補助金木造住宅耐震改修補助金

予算額予算額 2,5002,500千円千円
六小教室棟耐震補強・改修工事等六小教室棟耐震補強・改修工事等

予算額予算額 95,95395,953千円千円
三中教室棟耐震補強・改修工事設計委託三中教室棟耐震補強・改修工事設計委託

予算額予算額 7,8337,833千円千円
公民館耐震診断（三野谷・多々良）公民館耐震診断（三野谷・多々良）

予算額予算額 2,3422,342千円千円
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館林市の市政館林市の市政
～～2020年度の主な事業～年度の主な事業～

安全安心な生活のために安全安心な生活のために

子どもの医療費子どもの医療費

通院通院→→小学小学33年生まで無料年生まで無料

入院入院→→中学生まで無料中学生まで無料

自主的な地域自主防災組織設立の推進自主的な地域自主防災組織設立の推進

自主防災組織の設立・運営を側面から支援自主防災組織の設立・運営を側面から支援

住民総参加で、元気な彩りのある区をめざして住民総参加で、元気な彩りのある区をめざして

一区一彩事業助成金一区一彩事業助成金

区民総参加の地域力向上の事業展開を支援区民総参加の地域力向上の事業展開を支援

数字で見る館林市の現在数字で見る館林市の現在

館林市全景
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館林市の年齢別人口館林市の年齢別人口
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館林市の年齢別人口推計館林市の年齢別人口推計
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館林市の財政規模の動き館林市の財政規模の動き

普通会計決算（歳入）
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館林市の普通会計決算～歳入～館林市の普通会計決算～歳入～

平成11年度

その他
4,578,619千
円　16%

県支出金
1,385,439千
円　5%

地方債
1,769,300千
円　6%

諸収入
2,585,893千
円　9%

国庫支出金
2,982,183千
円　10%

地方交付税
4,847,386千
円　17%

地方税
11,226,533
千円　37%

合計　293億7,535万3千円

地方消費税や
繰入金など

平成18年度

その他
5,231,001千
円　20%

県支出金
1,095,306千
円　4%

地方債
1,534,500千
円　6%

諸収入
1,745,127千
円　7%

国庫支出金
2,343,774千
円　9%

地方交付税
2,276,892千
円　9%

地方税
11,341,391
千円　45%

地方消費税や
繰入金など

合計　255億6,799万1千円
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館林市の普通会計決算～歳出～館林市の普通会計決算～歳出～
平成11年度

扶助費
2,405,101
千円　9%

補助費等
2,578,780
千円　9%

繰出金
1,621,361
千円　6%

物件費
4,087,240
千円　15%

普通建設事
業費
6,259,767
千円　21%

公債費
2,753,668
千円　10%

人件費
5,295,092
19%

積立金
877,730千円
3%

維持補修費
434,966千円
2%

貸付金
1,365,975
千円　5%

投資及び出
資金
200,281千円
1%

合計　278億7,996万1千円

平成18年度

人件費
4,997,321
千円　20%

扶助費
3,244,685
千円　14%

公債費
2,133,962
千円　9%

普通建設事
業費
3,504,924
千円　15%

物件費
3,812,988
千円　16%

補助費等
2,225,077
千円　9%

繰出金
2,238,773
千円　9%

貸付金
723,128
千円 3%

積立金
516,044
千円　2%

投資及び出
資金
127,288
千円　1%

維持補修費
378,926
千円　2%

合計　239億311万6千円

館林市の借入金・基金の動き館林市の借入金・基金の動き
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館林市の館林市の国民健康保険の状況国民健康保険の状況
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館林市の館林市の専兼別農家数の動き専兼別農家数の動き
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館林市の工業の動き館林市の工業の動き
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館林館林市市のの工業団地工業団地

館林工業団地
近藤町 328,131㎡
S36～49年造成

北部工業団地
足次町・下早川田町
303,160㎡
S44～48年造成

東部工業団地
大島町 529,865㎡
S63年～H4年造成

北部第二工業団地
大新田町 112,000㎡
Ｈ4～7年造成

野辺流通（倉庫）団地
野辺町
48,000㎡ S56年造成
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S48～54造成

館林金属工業団地
近藤町 62,927㎡
S44～48年造成

野辺第二流通団地
野辺町 141,000㎡
H元～７年造成
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館林市の館林市の商業の動き商業の動き

1,276 1,332 1,160

5,028

7,469

6,253
21,134,374

8,233,499

24,486,737

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

昭和51年 平成3年 平成16年 商業統計調査

（店・人）

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

（万円）

商店数

従業者数

年間商品販売額

●
●

▲
●

●

●

▲

●

●

●

●

●

●

▲

▲

▲

■

■

■

■
■

★

館林市の公立幼稚園・保育園・

小中養護学校

■公立幼稚園 5園

▼公立保育園 9園

●小学校 11校

▲中学校 5校

★養護学校 1校

▼

▼
▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼



13

館林市と邑楽郡４町館林市と邑楽郡４町
～板倉町・明和町・千代田町・邑楽町～～板倉町・明和町・千代田町・邑楽町～

合併に向けて（合併に向けて（市民の動き市民の動き））

平成平成2020年年33月月1515日「日「館林市合併推進市民会館林市合併推進市民会
議議」が発足」が発足

平成平成2020年年55月月1313日「館林商工会議所」が館林日「館林商工会議所」が館林
市と邑楽郡の合併推進を宣言市と邑楽郡の合併推進を宣言

平成平成2020年年66月月2525日「館林市区長協議会」が日「館林市区長協議会」が

邑楽郡邑楽郡44町と館林市の町と館林市の

合併推進を宣言合併推進を宣言

館林市と邑楽郡４町館林市と邑楽郡４町
～板倉町・明和町・千代田町・邑楽町～～板倉町・明和町・千代田町・邑楽町～

合併に向けて（合併に向けて（議会の動き議会の動き））

平成２０年１月２８日平成２０年１月２８日 市議会に「合併推市議会に「合併推
進委員会」を設置（有志議員）進委員会」を設置（有志議員）

平成２０年６月１９日平成２０年６月１９日 市議会に「合併推市議会に「合併推
進調査特別委員会」を設置進調査特別委員会」を設置
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館林市と邑楽郡４町館林市と邑楽郡４町
～板倉町・明和町・千代田町・邑楽町～～板倉町・明和町・千代田町・邑楽町～

合併に向けて（合併に向けて（行政の動き行政の動き））

平成２０年５月「安樂岡私案」を持参し、各平成２０年５月「安樂岡私案」を持参し、各
町長を訪問町長を訪問

平成２０年５月３０日館林邑楽総合開発促進平成２０年５月３０日館林邑楽総合開発促進
協議会に「広域行政研究部会」を設置協議会に「広域行政研究部会」を設置

なぜ、なぜ、
合併を考えなければいけないの？合併を考えなければいけないの？

・「・「子どもたちや孫のことを今の世代が責子どもたちや孫のことを今の世代が責

任を持って考える任を持って考える」必要があります。」必要があります。

・次の世代に、合併しなかったために起こ

る「大きな負担」を先送りしてはならな

いと考えています。
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合併をしなかったらどうなるの合併をしなかったらどうなるの
合併しなくても、合併しなくても、

すぐに行政サービスが提供できなくすぐに行政サービスが提供できなく
なるわけではありません。なるわけではありません。
当面は、引き続き効率的な行政運営に努当面は、引き続き効率的な行政運営に努
めていけば、一定レベルの自治体としてのめていけば、一定レベルの自治体としての
運営をしていくことは可能です。運営をしていくことは可能です。

しかし、しかし、

この情勢が将来にわたって継続していこの情勢が将来にわたって継続してい
けるとは考えにくい状況があります。けるとは考えにくい状況があります。

なぜ合併を考えるのなぜ合併を考えるの

１１ 地方分権が進んでいます地方分権が進んでいます

２２ ますます少子高齢化の社会となりますますます少子高齢化の社会となります

３３ 生活範囲が広くなりました生活範囲が広くなりました

４４ 行政改革の推進がより必要になります行政改革の推進がより必要になります

５５ 昭和の大合併（昭和３０年前後）から昭和の大合併（昭和３０年前後）から

５０年が経過→時代が変化しました
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１１ 地方分権が進んでいます地方分権が進んでいます

≫≫ 平成１１年に施行された、平成１１年に施行された、地方分権一括法地方分権一括法にに

より、「より、「自己決定・自己責任自己決定・自己責任」のルールに基」のルールに基づづ

くく行政システムが進められています。行政システムが進められています。

→→ 地方公共団体の地方公共団体の自主性に基づく地域間競争自主性に基づく地域間競争がが

始まりました。始まりました。

→→ 地域間競争に対応し、個性ある多様な行政施地域間競争に対応し、個性ある多様な行政施

策を展開するためには、策を展開するためには、一定の規模・能力（財一定の規模・能力（財

源、人材）が必要となります。源、人材）が必要となります。

２２ 少子高齢化の社会となります少子高齢化の社会となります

≫≫ 本格的な本格的な少子高齢化社会少子高齢化社会が到来し、が到来し、人人

口の減少口の減少が予測されます。市が提供するが予測されます。市が提供する

サービスの水準を確保サービスの水準を確保するためには、あするためには、あ

るる程度の程度の人口規模が必要人口規模が必要となります。となります。
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１市４町の人口推計１市４町の人口推計

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

H12 H27 H42 H12 H27 H42 H12 H27 H42

年少人口 生産年齢人口 老年人口

邑楽町

千代田町

明和町

板倉町

館林市

1市４町の合計
　平成12年　145,905人
　平成27年　144,853人
　平成42年　132,342人

国立社会保障・人口問題研究所　H15年12月推計

３３ 生活範囲が広くなりました生活範囲が広くなりました

≫≫ 人々の人々の日常生活圏が拡大日常生活圏が拡大し、市町のし、市町の

区域を越えた行政区域を越えた行政が求められています。が求められています。

→ モータリゼーション・ＩＴの進展が人々の
交流を盛んにしています。

→ 行政の枠が社会経済の壁になってきていま
す。
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１市４町の就業者の流入・流出１市４町の就業者の流入・流出

24,535

5,170

3,701

6,226

4,458

1,993

318

1,804

2,555

1,766

449

1,214

2,519

1,223

1,545

728

5,641

2,631

3,848

1,930

39,708

12,783

9,861

11,902

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

館林市 板倉町 明和町 千代田町 邑楽町 1市4町

（人）
15歳以上就業者数

県外

その他県内

1市4町内
（自市町以外）

自市町内

１市４町内
で約70％の
人が働いて
います！！

４４ 行政改革の推進が行政改革の推進が
必要になります必要になります

≫≫ 国・地方を通じて、極めて国・地方を通じて、極めて厳しい財政厳しい財政
状況状況にあります。そのため、国・地方とにあります。そのため、国・地方と
も、より一層も、より一層簡素で効率的な行財政運営簡素で効率的な行財政運営
が求められています。が求められています。
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１市４町の職員数・議員数１市４町の職員数・議員数
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（人）

職員数

議員数

職員数はＨ19.4.1普通
会計ベースです。
※水道や国保などの企
業会計・特別会計は除
かれます

合併後の議員数
は、特例を使わな
い場合は34人にな
ります。

５５ 昭和の大合併から昭和の大合併から

≫≫ 例えば、交通、通信手段の飛躍的発展例えば、交通、通信手段の飛躍的発展
に対応して、に対応して、新たな市町村経営の単位新たな市町村経営の単位がが
求められています。求められています。

５０年が経過５０年が経過→→時代の変化時代の変化
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基礎自治体である市町村の行財政基盤を強化する必要があります

そのための手段として

１ 地方分権が進んでいます
２ ますます少子高齢化の社会となります
３ 生活範囲が広くなりました
４ 行政改革の推進がより必要になります
５ 昭和の大合併（昭和30年前後）から50年が経過→時代が変化しました

なぜ館林邑楽の１市４町なのなぜ館林邑楽の１市４町なの
歴史的なつながりが深い地域です。歴史的なつながりが深い地域です。

邑楽郡は、邑楽郡は、江戸時代以前からつながりの深江戸時代以前からつながりの深
い地域い地域です。です。
明治の合併（明治２２年）により２町２０明治の合併（明治２２年）により２町２０
か村となり、以来６５年間邑楽郡として一か村となり、以来６５年間邑楽郡として一
体となって結びついていました。体となって結びついていました。
昭和の合併（昭和２９年）により１町７か昭和の合併（昭和２９年）により１町７か
村が合併して館林市が誕生し、昭和３２年村が合併して館林市が誕生し、昭和３２年
には現在の邑楽郡の形ができあがりました。には現在の邑楽郡の形ができあがりました。
その後も、その後も、病院や消防、し尿処理などの組病院や消防、し尿処理などの組
合をつくり、協力して住民サービスを提供合をつくり、協力して住民サービスを提供
してきました。してきました。
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昭和昭和2929年以降の邑楽郡内の町村合併状況年以降の邑楽郡内の町村合併状況

昭和57年
千 代 田 町

昭和31年
千 代 田 村永 楽 村

西 谷 田 村

海 老 瀬 村

大 箇 野 村

伊 南 良 村

昭和43年
邑　楽　町

昭和30年
明　和　村

平成10年
明　和　町

平
成
　
年
3
月
　
新
市
誕
生
を
め
ざ
し
ま
す昭和31年

中　島　村
昭和32年
邑　楽　村

昭和30年
千 代 田 村

昭和30年
中　島　村

昭和30年
板　倉　町

昭和29年
館　林　市

長 柄 村

高 島 村

中 野 村

千 江 田 村

梅 島 村

佐 貫 村

富 永 村

六 郷 村

三 野 谷 村

多 々 良 村

渡 瀬 村

館 林 町

郷 谷 村

大 島 村

赤 羽 村 ２２

一部事務組合によるサービス提供一部事務組合によるサービス提供

その他、共同して実施している事務

・館林市外５町介護認定審査会

・館林市外５町障害程度区分認定審査会

（館林市、板倉町、明和町、千代田町、邑楽町、大泉町）

・可燃ごみの処理（明和町）

組合名 館林市 板倉町 明和町 千代田町 邑楽町 大泉町 太田市 設置年 備考

邑楽館林医療事務組合
（館林市）

昭和３９年

館林衛生施設組合
（館林市）

昭和３９年
し尿処理
邑楽町は大泉町へ委託

大泉町外二町環境衛生施設組合
（大泉町）

昭和５１年 ゴミ処理　火葬

館林地区消防組合
（館林市）

昭和４５年

館林邑楽農業共済事務組合
（館林市）

昭和６１年

太田市外三町広域清掃組合
（太田市）

平成１１年 不燃ゴミ・粗大ゴミ処理
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館林厚生病院の利用状況館林厚生病院の利用状況

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000

館林市

板倉町

明和町

千代田町

大泉町

邑楽町

その他

入院

外来

（平成（平成1919年度）年度）

126,560人(53.3%)

20,478人(8.6%)

14,714人(6.2%)

13,114人(5.5%)

8,043人(3.4%)

29,717人(12.5%)

24,999人(10.5%)

なぜ、合併をめざすのなぜ、合併をめざすの

１１ 住民の利便性の向上住民の利便性の向上

２２ サービスの高度化・多様化サービスの高度化・多様化

３３ 重点的な投資による基盤整備の推進重点的な投資による基盤整備の推進

４４ 広域的観点に立ったまちづくりと施策展開広域的観点に立ったまちづくりと施策展開

５５ 行財政の効率化行財政の効率化

６６ 地域のイメージアップと総合的な活力の強化地域のイメージアップと総合的な活力の強化

７７ 住民参加によるまちづくりの進展住民参加によるまちづくりの進展
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１１ 住民の利便性の向上住民の利便性の向上

利用可能な窓口（支所等）の増加によ利用可能な窓口（支所等）の増加によ
り、各種窓口サービスや、保育園などが、り、各種窓口サービスや、保育園などが、
住居や勤務地の近くなど、多くの場所で住居や勤務地の近くなど、多くの場所で
利用可能になります。利用可能になります。

２２ サービスの高度化・多様化サービスの高度化・多様化

従来、採用が困難又は人材が十分に確従来、採用が困難又は人材が十分に確
保できなかった専門職（社会福祉士、保保できなかった専門職（社会福祉士、保
健師、理学療法士、土木技師、建築技師健師、理学療法士、土木技師、建築技師
等）の増強を図ることができ、専門的か等）の増強を図ることができ、専門的か
つ高度なサービスの提供が可能になりまつ高度なサービスの提供が可能になりま
す。す。

公共的団体の統合が図られ、効率的で公共的団体の統合が図られ、効率的で
多様な事業、広域的な事業などの展開が多様な事業、広域的な事業などの展開が
可能になります。可能になります。
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３３ 重点的な投資による重点的な投資による
基盤整備の推進基盤整備の推進

重点的な投資が可能となり、幹線道路重点的な投資が可能となり、幹線道路
などの整備や大規模な投資を必要とするなどの整備や大規模な投資を必要とする
プロジェクトの実施が可能になります。プロジェクトの実施が可能になります。

・厚生病院

・スポーツ文化施設

・幹線道路 など

４４ 広域的観点に立った広域的観点に立った
まちづくりと施策展開まちづくりと施策展開

広域的視点に立って、道路や公共施設広域的視点に立って、道路や公共施設
の整備、土地利用、地域の個性を活かしの整備、土地利用、地域の個性を活かし
たゾーニングなど、まちづくりをより効たゾーニングなど、まちづくりをより効
果的に実施することができます。果的に実施することができます。
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５５ 行財政の効率化行財政の効率化

総務、企画などの管理部門の効率化が総務、企画などの管理部門の効率化が
図られ、サービス提供や事業実施を直接図られ、サービス提供や事業実施を直接
担当する部門などを手厚くするとともに、担当する部門などを手厚くするとともに、
職員数を全体的に少なくすることができ職員数を全体的に少なくすることができ
ます。ます。

住民の生活圏域レベルに応じた施設の住民の生活圏域レベルに応じた施設の
適正配置と重複類似施設の合理的配置が適正配置と重複類似施設の合理的配置が
できます。できます。

６６ 地域のイメージアップと地域のイメージアップと
総合的な活力の強化総合的な活力の強化

より大きな市の誕生により、地域へのより大きな市の誕生により、地域への
注目度が増すことや地域のイメージアッ注目度が増すことや地域のイメージアッ
プにつながり、企業の進出や若者の定着、プにつながり、企業の進出や若者の定着、
重要プロジェクトの誘致が期待できます。重要プロジェクトの誘致が期待できます。

地域の総合力が向上し、全体的な成長地域の総合力が向上し、全体的な成長
力や地域課題への対応力が強化されます。力や地域課題への対応力が強化されます。
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７７ 住民参加による住民参加による
まちづくりの進展まちづくりの進展

合併協議の過程が、住民や団体などに合併協議の過程が、住民や団体などに
とって、自分たちの地域の将来のあり方とって、自分たちの地域の将来のあり方
を自ら主体的に考え、前向きに行動するを自ら主体的に考え、前向きに行動する
きっかけとなり、合併後の協働のまちづきっかけとなり、合併後の協働のまちづ
くりが効果的に進められます。くりが効果的に進められます。

どういう考え方で合併をめざすのどういう考え方で合併をめざすの

１１ 住民合意による合併住民合意による合併

２２ 対等な合併対等な合併

３３ 地域の個性と特色を活かした合併地域の個性と特色を活かした合併

４４ 地域の均衡ある発展をめざす合併地域の均衡ある発展をめざす合併

５５ 住民自治に根ざした合併住民自治に根ざした合併
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１１ 住民合意による合併住民合意による合併

住民の視点に立った協議を行い、住民の不安を住民の視点に立った協議を行い、住民の不安を
払拭するとともに理解を深め、住民合意に裏付け払拭するとともに理解を深め、住民合意に裏付け
られた合併をめざします。られた合併をめざします。

２２ 対等な合併対等な合併

お互いにそれぞれの地域の立場を尊重し、認お互いにそれぞれの地域の立場を尊重し、認
め合いながら、新しい市の建設という共通の目め合いながら、新しい市の建設という共通の目
的のために、対等な立場にたった合併をめざし的のために、対等な立場にたった合併をめざし
ます。ます。
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３３ 地域の個性と地域の個性と
特色を活かした合併特色を活かした合併

地域の独自性、地域に対する住民の想いを大地域の独自性、地域に対する住民の想いを大
切にし、将来に夢と希望が持てる地域の特色を切にし、将来に夢と希望が持てる地域の特色を
活かした合併をめざします。活かした合併をめざします。

４４ 地域の均衡ある地域の均衡ある
発展をめざす合併発展をめざす合併

産業の育成に積極的に取り組むとともに、そ産業の育成に積極的に取り組むとともに、そ
れぞれの役場を地域における拠点とした地域整れぞれの役場を地域における拠点とした地域整
備を進め、地域の均衡ある発展を約束する合併備を進め、地域の均衡ある発展を約束する合併
をめざします。をめざします。
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５５ 住民自治に根ざした合併住民自治に根ざした合併

地域住民と行政との協働により、住民の意思や地域住民と行政との協働により、住民の意思や
自主性が尊重される住民自治に根ざした合併をめ自主性が尊重される住民自治に根ざした合併をめ
ざします。ざします。

合併後の姿合併後の姿

新 市
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合併後の姿１合併後の姿１ 人口人口

合計 約１４万６千人(平成19年4月)

７万９千人

１万６千人

１万１千人

１万２千人

２万８千人

５４％

８％

８％

１９％

１１％

合併後の姿２合併後の姿２ 面積面積

合計 １７５．３７Ｋ㎡

６０.９８Ｋ㎡

４１.８４Ｋ㎡

１９.６７Ｋ㎡

２１.７６Ｋ㎡

３１.１２Ｋ㎡

３５％

２４％

１１％
１２％

１８％



31

合併後の姿３合併後の姿３ 財政規模財政規模

４９億円

５２億円
３８億円

８１億円

２３９億円

合計 約４５９億円 (平成18年度決算額)

合併後の姿４合併後の姿４ 製造品出荷額製造品出荷額
年間商品販売額年間商品販売額

製造品出荷額合計：約７，４５９億７千万円(平成18年)

年間商品販売額合計：約３，７５５億５千万円年間商品販売額合計：約３，７５５億５千万円((平成平成1919年年))

3,007億4千万円

173億1千万円

114億6千万円

278億1千万円

182億3千万円

1,889億8千万円

394億9千万円

1,110億3千万円

1,805億8千万円

2,258億9千万円

製造品出荷額

年間商品販売額
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合併後の姿５合併後の姿５ 農業産出額農業産出額

合計 約１８６億６千万円(平成17年)

６８億５千万円

５９億７千万円

１７億６千万円
１３億円

２７億８千万円

館林邑楽１５万都市館林邑楽１５万都市

新市ではさまざまな施策が広がります

・総合市民病院の設立（厚生病院 → 市民病院）

・邑楽館林一体の道路整備及び利根川架橋と渡良瀬川
架橋の建設促進

・大規模ごみ処理場やリサイクルセンターの設置

・「農工商」を中心とした経済基盤の確立

・自然豊かな、安全・安心・快適で便利なまちづくり
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～子どもたちの未来のために～～子どもたちの未来のために～

水と緑・歴史・文化・活力水と緑・歴史・文化・活力

「「元気の出る元気の出る

館林邑楽をめざして館林邑楽をめざして」」

～お疲れさまでした～～お疲れさまでした～

館林市
館林市庁舎


